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1．国際経営者論の問題の位置づけ
　国際経営者論の問題を考察するにあたって，二十世紀最後の四半世紀の国際的歴史事件を確
認することが，重要であるといえる。それは，国際経営者論の問題を認識し，位置づけ，方向
付ける点で，必要欠くべからざる作業であるといえる。それは，二十世紀から二十一世紀への
ベクトルを知るうえで，また現時点から未来に向けての展望をする上で欠くことのできないフ
ォウカスである。
　1987年10月20日の資本主義株式市場の暴落，ブラック・マンデー，1989年6月4日の北京天
安門事件，11月9日のベルリンの壁の崩壊，12月3日のソヴィエト連邦とアメリカによるマル
タ会談という，一連の歴史過程で第二次大戦後の東西冷戦構造が崩壊していくと同時に，1990
年8月2日イラクのクェート侵攻，10月3日の東西ドイツの統一をはさんで，1991年にはクェ
ート侵攻から多国籍軍による湾岸戦争へと展開し，ソヴィエト社会主義連邦の崩壊への現代世
界史の流れ，社会主義の後退の中で，アジアNIESの経済成長，　ASEANの経済成長，中
国の社会主義市場経済の推進，ベトナムとアメリカの国交回復，1995年ベトナムのASEAN
への加盟，そしてアジアのダイナミズムからアジアの通貨危機，ロシアの経済危機へと二十世
紀最後の四半世紀の劇的な歴史事件は，経済・経営のグローバリゼーションに伴う社会，経済
の構造的変化の急激な展開，経営構造のパラダイム転換であったといえる。さらに，1993年マ
ーストリヒト条約の発行による欧州連合（EU：European　Union）とその展開としての1998年
の欧州中央銀行（ECB：European　Central　Bank）の創設，それに伴う欧州通貨，ユーロの誕
生は，長年のヨーロッパの夢であり，その夢の実現である。これも，経済，経営の国際化に伴
うグローバリズムのリアリティーであり，新たなパラダイム・シフトといえる。まさに，20世
紀最後の四半世紀は，国際経営，国際経営管理にとってパラダイム・シフトの連続，すなわち
非連続の国際経営といっても過言でないだろう。
　国際経営者論の問題は，アメリカ経営学，ドイツ経営学という狭義の経営学の範囲で考察す
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る場合には，多国籍企業（multinational　corporation）あるいは国際企業（world　enterprise）
という用語が，経営学の問題として展開された時点として捉えると，1960年前後ということに
　（1）
なる。その後，1965年に開始されたハーヴァード大学の多国籍企業研究プロジェクトの諸成果
が，出版されてから，多国籍企業論，国際経営論の研究が，体系的に展開され，それとともに
多国籍企業，国際経営の経営者論が進展していった。そうした研究によって，経営の国際化の
問題が，経営学や経済学の問題として活発に展開されるようになるが，アメリカの大学で1970
年前後に貿易論に替わって国際経営論（international　business，international　management）
の学科目が，教授されるようになった。日本では，1972年末多国籍企業研究会（会長，入江猪
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）太郎）が組織され，幾多の研究成果が出された。R．ヴァーノン教授（Raymond　Vernon）を
中心とするハーヴァード大学多国籍企業研究プロジェクトも，日本の多国籍企業研究会も何れ
もが，学際的研究であり，必ずしも経営学プロパーの研究であったとはいえないだろう。それ
は，主要な研究対象が多国籍企業というリバイアサン（Leviathan）であるということに由来す
るかもしれない。多国籍企業のそうした学際的研究の中にあって，多国籍企業の問題を経営学
の問題として体系化され，国際経営論として位置づけられてきている。それは，国際経営論の
展開であり，国際経営者論の展開でもある。
　日本における多国籍企業研究は，特に経営学視点からの研究は，70年代に入ってからと言っ
ていいであろう。1972年，第47回日本経営学会大会の統一論題「経営国際化の諸問題」の10本
の報告は，それを如実に示している。また，その統一論題の構成は，経営の国際化の問題が何
であるかを明示としている。そらは，多国籍企業の諸問題，経営行動の国際比較，そして経営
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）学の国際比較の三部門に区分されている。
　多国籍企業を経営史の視点から研究した，M．ウィルキンス（M．　Wilkins）は，19世紀末の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）アメリカ多国籍企業の誕生と国際経営の存在を指摘している。さらに，国際経営の起源を遡れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）ば，フェニキア商人の国際取引というように紀元前のルーツとなるといえる。そうした点を考
1．Gilbert　H．　Clee　and　Alfred　Di　Scipio，　Creating　a　World　Enterprise，　Harvard　Business
Review，　Vo1．37．No．6．1959　and　David　Lilientha1，曜Management　of　the　Multinational　Corpora・
tion”in　Management　and　Corporation　1985，ed．　by　Melvin　Anshen　and　GeOorge　Leland　Bach，
McGraw－Hil1，1960．
2．入江猪太郎編『多国籍企業一12人の経済学者がえがく未来像一1ダイヤモンド社，1974年及び多国籍
企業研究会監修『多国籍企業の経営一日本企業への指針一』ダイヤモンド社，1976年，i－v頁参照。
3．日本経営学会編『経営国際化の諸問題』（経営学論集，第44集）千倉書房，1973年。
4．Mira　Wilkins，　The　Emergence　of　Multinational　Enterprise：American　Business　Abroad　from
the　Colonial　Era　to　1914，Cambridge　Mass．：Harvard　Univ．　Press，1970，pp．65－69．（江夏健一・米倉
昭和訳『多国籍企業の史的展開一植民地時代から1914年まで一』ミネルヴァ書房，1973年，83－87頁）．
　Mira　Wilkins，　The　Maturing　of　Multinational　Enterprise，　Cambridge　Mass．：Harvard　Univ．
Press，1974，p．436（江夏健一・米倉昭和訳『多国籍企業の成熟』下巻，ミネルヴァ書房，1976年，224頁）．
5．R．D．　Robinson，　International　Business　Policy，Holt，　Rinehard＆Winston，　Inc．，1964（小沼敏
訳『国際経営政策』ぺりかん社，1969年）．
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慮すると，国際経営の歴史は，人間の歴史とともにあると指摘できるが，20世紀最後の四半世
紀の歴史的諸事件が示しているように，特に90年代後半のIT革命を軸とする企業経営の変化
は，ミレニアムを迎え，21世紀へと激震となっている。そこには，自動車産業，金融・保険，
そして証券などの国際的提携・合併が，加速して，国際経営論，国際経営者論の重要性が，欠
くことのできない企業経営の最重要のフレームワークとなっているからである。言い換えれば，
21世紀の企業経営の本質は，ボーダレスエコノミー，グローバルエコノミーを基礎としたメガ
コンペティションを核としているからであり，その経営の効率，成否は，国際経営者に依存す
ると考えられるからである。
2．経営の国際化と国際経営者論の諸展開
　経営の国際化問題と国際経営者論を最も狭義に捉えて，それを多国籍企業論ないし国際経営
論と捉えると，ここでの問題は比較的論じやすいが，すでに指摘したように，経営史の研究か
ら多国籍企業のルーツが論じられ，さらに国際経営のルーツに依れば人類の歴史と共にある現
象として捉えられるこの問題は，非常に厄介な問題といえる。しかしながら，経営の国際化問
題と国際経営者論の端緒から説かれるように，地球規模の企業活動，経営活動が問題となって
きたのは，20世紀の最も著しい現象として位置づけていいであろう。特に，1970年代の初期，
石油危機，第三次中東戦争，R．ニクソン（R．　Nixon）の新経済政策以後の問題として経営の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）国際化問題と国際経営者論を位置づけることが，凱切といえよう。
　第47回日本経営学会大会の統一論題の構成に看られるように，経営国際化の問題は，多国籍
企業の経営，経営の国際比較，経営学の国際比較の研究領域に分類される。それらの研究領域
は，それぞれが別の問題意識により展開されているといえるが，経営学という学問の研究と位
置づけるときに，その神髄，真理，原理を捉えようとする一研究領域と位置づけられる。経営
の国際化問題を狭義に捉えて，国際経営と位置づけたとしても，問題は簡単ではない。経営資
源移転論を展開したJ．フェアウェザー（J．Fayerweather）は，国際経営の研究を国際経営
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）の詳細な実例研究，機能別実践と政策の研究，そして国際経営の理論研究に区分している。か
てて加えて，「国際経営」に限っても，国際経営論　（international　business）と国際経営管理
論（international　business　management）の問題がある。経営国際化の問題として経営と管理
のそれぞれの問題が展開されているが，それが必ずしも戯然と区別できない問題を孕んでいる。
例えば，同一編者による国際経営論と国際経営管理論の分厚い手引き書がある。それは，Ingo
6．Peter　F．　Drucker，　The　New　Realities：In　Government　and　Politics／In　Economics　and　Busi－
ness／In　Society　and　World　View，　New　York，Harper＆Row，1989，pp．115－139（上田惇・佐々木
実智男訳『新しい現実』ダイヤモンド社，1989年，9章）．
7．J．　Fayerweather，　International　Business　Management：AConceptual　Framework，　McGrow　－
Hm，Inc．，1969，pp．1－2（戸田忠一訳『国際経営論」ダイヤモンド社，1980年，4－5頁）．
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WalterとTracy　Murray編「Handbook　of　International　Business」1988年と「Handbook　of
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）International　Management」1988年である。
1．WalterとT．　Murray編の国際経営論の構成を一瞥すれば以下の如くである。
1章．国際貿易と国際投資のファンダメンタル
2章．国際決済のシステム
3章．国際収支のバランス
4章．国際貿易の為替変動の役割
5章．国際金融市場
6章．多国籍企業の政治的環境
7章．国際経済政策の形成
8章．国際経済機関
9章．
　　　Thomas　A．　Pugel
　　　Holger　L．　Engberg
　　　　David　T．　Devlin
　　Henryk　Kierzkowski
　Harvey　A．　Poniachek
　　　　David　H．　Blake
Charles　R．　Johnston，　Jr．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Wilson　E．　Schmidt　and　Tracy　Murray
トランスナショナル・コーポレーションの行動基準　　　Sotirios　G．　Mousourris
10章．貿易ブロックと共通市場
11章．国際経営の文化的諸問題
12章．海外債務問題と国際企業
13章．国際競争の決定要因
14章．国際輸送
15章．国際リスクマネジメント
16章．国際貿易金融
17章．政府援助と支援
18章．補助金，産業政策，そして国際貿易
19章．国際貿易の障害
20章．非関税障壁
21章．国際貿易の法的側面
22章．国家貿易
23章．サービスの国際貿易
Peter　W．　Wood　and　Robert　F．　Elliott
　　　　　　　　　　　Jan　Hach　Katz
　　　　　　　Lawrence　W．　Brainard
Robert　Balance　and　Helmunt　Forstner
　　　　　　　　　　　H．Peter　Gray
　　　　　　G．Frederick　Richardson
　　　　　　　　　　　　Maximo　Eng
　　　　　　　　　Jonathan　C．　Menes
　　　　　　　　　　　　　Kent　Jones
　　　　　　　　　　Wendy　E．　Takacs
　　　　　　　　　Jimmye　S．　Hillman
　　　　　　　　　　Morton　Pomeranz
　　　　　　　　　　　Josef　C．　Brada
　　　　　　　　　　Geza　Feketekuty
LWalterとT．　Murray編の国際経営管理論の構成を同様に一瞥すれば以下の如くである。
1章．多国籍企業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Alan　M　Rugman
2章．国際市場への参入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Franklin　R．　Root
8．Ingo　Walter＆Tracy　Murray　ed．，Handbook　of　International　Business，　John．Wiley＆
Sons，1988　and　Handbook　of　International　Management，　John　Wiley＆Sens，1988．
（23）　　　　　　　　　　　　　　　　国際経営者論の生成　　　　　　　　　　　　　　　　　23
　3章．国際マーケティング・ミックス　　　　　　　　　　　　　　　Samuel　Robino
　4章．国際マーケティング意思決定の情報　Susan　P．　Douglas　and　C．　Samuel　Craig
　5章．国際環境におけるマーケティング・リサーチ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Susan　P．　Douglas　and　C．　Samuel　Craig
6章．国際マーケティング機能の経営管理
7章．カントリーリスク・アセスメント
8章．政治リスクの評価
9章．為替変動の予測
10章．国際経営におけるコンフリクト・マネジメント
11章．国際労働関係
12章．国際公共問題
13章．組織設計
14章．国際経営計画
15章．投資誘因と成果要請
16章．域外調達，下請契約，そして製造
17章．技術移転
18章．国際商業銀行
19章．国際投資銀行
20章．国際貿易の法的側面
21章．国際財務管理
22章．国際財務会計
23章．比較会計制度
24章．国際税務
　　　Kenneth　D．　Weiss
　　　　　　Ingo　Walter
　　　Stephen　J．　Kobrin
　　　　　Clas　Wihlborg
　Thomas　N．　Goldwin
　　　　　Duane　Kujawa
　　　Jean　J．　Boddewyn
　　　Stanley　M．　Davis
　　Michael　Z．　Brooke
Micheal　O．　Suilleabhain
　　Richard　W．　Moxon
Katherrin　Marton　and　Rana　K．　Singh
　　　　　　　　　　　　　Francis　Lees
　　　　　　　　　Edward　B．　Flowers
　　　　　　　　　　　Michael　Gruson
　　　　　　　　　　　James　L．　Burtle
　　　　　　　　Frederick　D．　S．　Choi
　　　　　　　　　　Konrad　W．　Kubin
　　　　　　　　　　　　Lowell　Dworin
　20世紀最後の四半世紀を多国籍企業の時代として位置づけると，経営の国際化と国際経営者
の問題は，極めて新しい問題領域といえるし，ホットな問題でもある。そのために，多角的視
点からそれが問題にされることは，内容の豊かさを示すと同時にその難解さをも示している。
国際経営論が，国際貿易と国際投資を中心のテーマに経営の国際化を論じているのに対して，
国際経営管理論は，多国籍企業を中心にして企業の計画，組織，そして統制という管理問題を
論じている。何れも経営の国際化と国際経営者に関わる問題であって，そこには経営学のマネ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）一ジメント・セオリー・ジャングルが，有るといえる。
　R．ファーマー（R．Farmer＞は，国際経営管理論（international　management）を3区分
9．中村瑞穂著『経営管理論序説』亜紀書房，1975年，13－16頁．
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して，国際財務管理や国際マーケティングのような機能別経営管理論，A国とB国の経営管理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）を比較するような比較経営管理論，そして多国籍企業経営管理論に分類している。経営の国際
化を論じるときに，経営の国際化自体とは直接関係しないけれども，それと関わりのある，密接
な問題として比較経営管理（comparative　management）の問題を看過するわけにはいかな
い。それは，経営学とは何かというアイデンティティの問題でもある。そこでは，経営学の理
論や技術が国境や文化を越えて移転可能か，あるいは適応可能かという問題が含まれる。1960
年代に展開された比較経営論から文化横断的な（cross－cultural）問題や多国籍企業の問題と関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）わって国際比較経営管理論（international　comparative　management）が展開されている。
　すでに指摘したように，経営の国際化を問うときに経営学の国際比較の問題がある。ここで
は，アメリカ経営学，ドイツ経営学，フランス経営学，社会主義経営学などを比較して，経営
学の基礎理論を根本から問う研究を比較経営学という。それは，それぞれの経営学の特異性や
独自性を問い，進んでその根本を問い，更なる真髄を究め，それぞれの統一，一般性をも目指
　　　　　　（12）
すものである。比較経営学という視座は，それぞれの経営学の時代別，学派別，学理別，国別
の比較により，経営学に真面目に対峙する研究方法であるといえる。
　交通手段の進化，通信手段の進化により，より具体的には，コンピュータの進化・普及，イ
ンターネット・通信，モータリゼーションの進展，ジェット旅客機による海外交流の促進など
によってグローバリゼーションの進展は，刻々と変化している。その変化のスピードの速さは，
10年前のものを遠い過去のものとしてしまうかのようである。経営の国際化の問題と国際経営
者を問うときに，20世紀末のグローバリゼーションの進化，変化，浸透を問わないわけにはい
かない。それに関係して，1980年代後半の日本企業の国際競争力，本格的国際化があり，世界
経済における日本企業のプレゼンス，日本型経営システムの進化がある。また，アジアNIE
sの台頭，韓国のOECD加盟，　ASEANの成長，中国の社会主義市場経済の成長というア
ジアの世紀がある。そこには，EUや北米経済圏に比肩するアジア経済圏の成立があり，しか
もその三極経済圏が相互に緊密の依存しているので国際経営は，アジアでの競争を国際競争の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）核心に位置づけざるを得ない状況にある。グローバリゼーションを前提とする企業とその国際
経営者には，こうした状況においてはインターナショナル経営からトランスナショナル経営へ’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）のベクトルの認識とそれに関わる諸状況の認識力が要請されている。
10．Richard　Farmer，　ed．，International　Management，　Dickson　Pubulishing，1968（高橋達夫・松田武彦
　監修，江夏健一・中村元一ほか訳『国際経営管理論』好学社，1970年，1－2頁）．
11．Richard　Farmer，　ed．，Advances　in　International　Comparative　Management，　JAI　Press　Inc．，
　1984．
12．田杉競，鈴木英壽，山本安次郎，大島國雄共著『比較経営学』丸善，1970年。
13．拙稿「アジアの経済発展と日本企業の影響力」『工業経営研究』工業経営研究学会，Vo1．14，2000年，152
　－157頁。
14．C．　Bartlett＆S．　Ghosha1，　Transnational　Management，　Irwin，1992，pp．1H6．
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3．国際経営者に要請される認識力の諸段階
　経営の国際化は，企業の成長の国境を越えた展開として捉えられる。手工業から現代企業が
成長してきたように，多国籍企業，国際企業は，現代企業から成長してきたといえる。C．キ
ンドルバーガー（C．Kindleberger）は，経営の国際化の主体を国内企業（national　corpora－
tion），多国籍企業（multinational　corporation），そして国際企業（international　corporation）
の三者としている。国内企業は，ある特定国の市民であり，国際経営を行うけれども，海外業
務のウエートは小規模であり，海外に所有の利害を持つが特定の一国が主要な関心である企業
である。多国籍企業は，事業を行う国々での良き市民であろうとし，現地のエグゼキュティブ
雇用し，現地の管理者を採用し，場合によっては現地の資本をも受け入れる企業である。国際
企業は，どの国に対しても忠誠心を有しないし，リスク調整後に各国における投下資本の収益
　　　　　　　　　（15）を均等化する企業である。ここには，企業の成長段階論がある。J．ストップフォード（J．　Stopford）
は，多国籍企業の組織論から自律的子会社（autonomous　subsidiary），国際事業部（international
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）division），グローバル組織構造（global　structure）という企業組織段階論を展開した。
　このような多国籍企業発展段階論の嗜矢は，H．パールミュッター（H．　Perlmutter）の多国
籍企業経営者三類型，本国指向（ethnocentric　or　home－country　oriented），受け入れ国指向
（polycentric　or　host－country　oriented），世界指向（geocentric　or　world　oriented）の分類
　　　　　（17）と展開である。後に，H．パールミュッターは，世界指向の前段階として地域圏指向（regiocentric）
の国際経営者を位置づけている。こうした多国籍企業経営者論を受け継ぐ段階論として，C．
バートレット＝S．ゴーシャル（C．Bartlett＆S．　Ghoshal）の最高管理責任者論が，比較管
理論や国際経営の比較文化論を摂取した統合理論と位置づけられる。C．バートレット＝S．
ゴーシャルは，インターナショナル経営モード（international　mentality），マルチナショナル
経営モード（multinational　mentality），グローバル経営モード（global　mentality），トランス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）ナショナル経営モード（transnational　mentality）の4分類をしている。
インターナショナル経営モード（lnternational　Mentality）
国際化の初期の段階で，多国籍企業の経営者は，国内の製品ラインの販売増加に貢献すると
15．C．P．Kindleberger，　American　Business　Abroad：Six　Lectures　on　Direct　Investment，　Yale
　Univ．，1969，pp．179－210（小沼監訳『国際化経済の論理』ぺりかん社，1970年）．
16．J。M．　Stopford＆L．T．　Wells，　Jr．，Managing　the　Multinational　Enterprise，　New　York，　Basic
　Books，1972（山崎清訳『多国籍企業の組織と所有政策一グローバル構造を越えて一』ダイヤモンド社，
　1976年）．
17．H．Perlmutter，t’The　Tortuous　Evolution　of　the　Multinational　Corporation，”Columbia　Journal
　of　World　Business，　January－February　1969，pp．9－18．
18．C．Bdrtlett＆S．　Ghosha1，　ibid．
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か，国内の製造拠点への原料や部品の供給というような異なった方法で，本国親会社を支援す
る主要な役割を持った，遠隔地の前哨部隊のようなものとして海外経営を考えているだろう。
インターナショナル経営モードでは，そのアプローチから暗黙に前提される多くのことが，国
際プロダクトサイクル論から引き出されているといえる。そこでは，製品は，国内市場のため
に開発され，次第に海外に販売される。技術などの経営資源は，親会社から海外工場に移転さ
れる。そして，海外製造は，親会社の市場を守る手段として位置づけられる。
　マルチナショナル経営モード（Multinational　Mentality）
　海外環境への組織対応や海外からの売上や利潤の増大とともに，経営者は国際経営が限界的
な重要さ以上の機会を提供すると認識するようになる。こうした機会を利用するためには，経
営者は国内で開発された従来の設備，技術，そして製品ラインを移転する以上のことをしなけ
ればならないと認知するにいたる。
　そして，海外市場の現地の競争者や受け入れ国政府は，長年の好ましからざる国際経営をす
る，企業経営を認識するようにもなる。マルチナショナル経営モードは，国内市場と海外経営
環境との相違を認識し，強調することにある。マルチナショナル経営モードは，国ごとに製品，
戦略，経営実践を修正し，国際経営に一層柔軟な方法を適用することである。ローカルな環境
にますます敏感にして，かつ適応的である国内企業を展開するときのように，こうした多国籍
企業は，文字通りマルチナショナルな，各国ごとの戦略を展開する。その企業の世界戦略は，
世界的規模の子会社の多角的，かつ国別的適応戦略の基礎の上に編成されることになる。
　グローバル経営モード（Global　Mentality）
　マルチナショナル経営モードは，結果的に異なる国別の市場で非常に適応的なマーケティン
グ・アプローチをとる。そうした場合に，企業全体に非効率の製造インフラが生じたりする。
製造設備は，しばしば生産効率を最大化するというよりも，現地経営にマーケット優位を提供
したり，あるいは政治的関係を改善したりするために，建設されたりする。輸送やコミュニケ
ーションの改善，貿易障壁の低下という経営環境の変化の中で，多国籍企業は，世界市場の製
品の開発や高度な効率性を有する工場でグローバル規準での製品製造をグローバル企業の中枢
部で計画するようになる。このように世界市場を経営の単位体として分析する経営をグローバ
ル経営モードという。
　グローバル経営モードでは，国ごとの嗜好や選考で差異より類似性が優位となり，従来の国
別の多様性を凌駕した，適正費用や品質優位を持った標準化された製品を顧客に提供すること
で，類似性が提供される。グローバル経営戦略は，中央の調整やコントロールが著しく要請さ
れ，世界的規模の製品責任を持った製品別経営者や事業部経営者を有する組織構造と結びつい
（27）
ている。
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　トランスナショナル経営モード（Transnational　Mentality）
　グローバル経営モードは，70年代，80年代を通して成功してきたといえよう。急激なグロー
バル化する経営環境の中で，グローバル経営モードは，現地企業だけでなく，インターナショ
ナル経営モード，マルチナショナル経営モードにも優る成果を達成してきている。しかしなが
ら，そうした成功こそが，現地化への一連の対抗諸力を生成させ，強化してきたといえる。グ
ローバル経営モードは，多くの受け入れ国政府にとって，単純なインターナショナル経営モー
ドの初期の非適応的企業と比較して一層強力であり，さらに驚異であったといえる。特に，多
くの国が，海外債務や増大する貿易赤字の膨大な利子負担に直面していた時期では，グローバ
ル経営モードの本国輸出や中央統制それ自体が，問題となってきていたといえる。それに対し
て，多くの受け入れ国政府は，グローバル経営モードに投資，技術移転，ローカルコンテンツ
条項などに関して，そうした規制や要請を強化させてきたといえる。
　また，顧客は，グローバル製品が提供する高品質水準や低コストの期待を低下させることな
く，同質化したグローバル製品を拒絶し，国民的選好を再要求し，そして現地化諸力の強化に
貢献したといえる。結果的に，国際政治，経済環境の増幅する不安定性，とりわけ外国為替の
急激な変化は，集権的なグローバル経営モードの効率を浸食したといえる。
　こうした展開過程の結果として，多国籍企業は，現地市場，政治的要請，そしてグローバル
基準の競争効率を向上するための要請に適合するためのそうした諸要請が，同時的であるし，
ときには対立的であるということを認識するようになったといえる。こうした状況では，マル
チナショナル経営モードやグローバル経営モードの両者の何れかを反映したような経営は，ま
すます不適切になったといえる。こうした要請は，グローバル効率を維持しながら現地要請に
一層適応するということであり，こうした世界的規模の経営をトランスナショナル経営モード
と位置づけられる。
　グローバル経営モードに比して，トランスナショナル経営モードは，柔軟で，適応的な国別
の経営の重要性を認識することにある。マルチナショナル経営モードと比較すれば，それは，
競争的有効性や経済効率を維持するために，経営のネットワークや管理調整を提供する相違が
ある。高度な組織全般に及ぶ調整や委譲された意思決定に関する諸要請は，トランスナショナ
ル経営モードが多国籍企業経営管理のさらに一層高度化した，デリケートなアプローチである
ということを意味しているといえる。その経営は，親会社に集権化されるのでもなく，分権化
されるのでもなくて，それぞれの子会社が，現地のための現地基準で課業を遂行することがで
きることにある。トランスナショナル経営モードでは，主要な経営活動と諸資源は，特化され
ることなく分散化されるので，効率と柔軟性とを同時に達成できる。それは，世界的規模の経
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図1　国際経営者哲学の変格・螺線的発展モデル
トランスナショナル経営モード
グローバル経営モード
営の相互依存ネットワークに統合されているといえる。C．パレット＝S．ゴーシャルの多国
籍企業の最高管理責任者論を発展段段階モデルは，変格・螺線的発展モデルとして図1に示すこ
とができる。
　C．パレット＝S．ゴーシャルの多国籍企業の最高管理責任者論を発展段階論と捉えると，
C．キンドルバーガーの国際企業の概念を越える理念型としてトランスナショナル経営モード
を位置づけることができる。トランスナショナル経営モードは，グローバル経営モードやC．
キンドルバーガーの国際企業のようにグローバルな生産効率やグローバルな市場収益を追求す
るだけでなく，同時に現地要請にも適応しようとする世界的規模の経営である。国際経営環境
が，と言うよりも国際マクロ経営構造が基本的に変化する中で，多国籍企業の経営は，そうし
た変化を認識でき，かつそれに対応できるような経営を要請されている。そうした状況の中で，
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経営の国際化と国際経営者の問題は，その中核のインターナショナル・マネジメント，インタ
ーナショナル・ビジネスだけでなく，クロスカルチュラル・マネジメント，コンパラティブ・
マネジメントそしてファンクショナル・マネジメントの豊かな展開をいているといえる。それ
は，経営の国際化と国際経営者の諸問題が引き起こしたインターナショナル・マネジメント・
ジャングルのようであるが，それは，インターナショナル・マネジメントへの統合への要請と
みることができるかもしれない。
4．21世紀企業の国際経営者
　現代資本主義は，サイバー資本主義（cyber　capitalism）として特長づけられる。　I　T革命の
進展によって現代経営は，計り知れない影響を受けている。サイバー資本主義を左右する半導
体技術とコンピュータの進歩は，それが登場してきた20世紀後半からははるかに想像を絶する
変化といえる。さらに，21世紀の半導体やコンピュータの技術動向は，「ボール・セミコンダク
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）ター」社の球形ICの現実化や量子コンピュータの開発などを視野に入れると，これまで以上に
革新的な展開が予想できる。それは，インターネットに象徴されるように企業経営，国際経営
に革新的な影響を与えるのであるから，国際経営者のそれに対する認知能力が極めて重要とな
ってくる。21世紀へ向けての企業経営，国際経営の変化・変革は，革新の連続であり，枚挙に
　　　　（20）
暇がない。例えば，ブリヂストン・ファイアストンのタイヤのリコール問題，デ・ビアスのダ
イヤ価格調整機能の放棄，チェース・マンハッタンによるJPモルガンの買収，三菱自動車と
ダイムラー・クライスラーの資本提携，フランスの旧国営銀行クレディ・リヨネの民営化，旧
日本債権信用銀行のソフトバンクを中心とする「あおそら銀行」への変身，旧長期信用銀行の
リップルウッド・ホールディングを中心とした新生銀行としての再出発，株式時価総額で1998
年にマイクロソフトがGE抜き，さらにマイクロソフトをシスコシステムが2000年に抜くとい
う状況の発生，イングランド銀行を手玉に取ったジョージ・ソロス率いる，ヘッジファンドの
クォンタム・ファンドの凋落，フランス・テレコムによるイギリス・オレンジの4兆円を超す買
収，アメリカ自動車市場でインターネットを活用する購入者は，1999年40％に達するというこ
と，デジタル家電の開発でGEとマイクロソフトの提携，鉄鋼やエアコンの生産で世界トップ
となり，さらにカラーテレビ，VTR，　DVDプレーヤー，パソコン，携帯電話などの世界の
生産拠点となりつつある中国，GMとエクソン・モービルとの燃料電池車の普及型技術の開発，
19．日本経済新聞社編『新資本主義が来た一21世紀勝者の条件一』日本経済新聞社，1999年，48－51頁及
　び拙稿「グローバル経営の生産技術」『商学研究年報』第23号，専修大学修学研究所，1998年参照。
20．Joseph　A．　Schumpeter，　Theorie　Der　Wirtschaftlichen　Entwicklung，1．　Aufl．1911；The　The－
　ory　of　Economic　Development，　Cambridge，　Mass．，Harvard　Univ．，1934，　pp．57－94．（塩野谷祐
　一・中山伊知郎・東畑成一訳『経済発展の理論一企業者利潤・資本・信用・利子及び景気の回転に関する
　一研究』岩波書店，1977年）
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日本興業銀行，富士銀行，そして第一勧業銀行の統合による持株会社みずほHGのファイナン
シャル・グループの誕生，電子証券取引の拡大・普及，パリ，アムステルダム，ブリュッセル
の3証券取引所の合併によるユーロネクストの成立，スウェーデンのOMグループによるロン
ドン証券取引所の買収提案，最大手百貨店，そごうの経営破綻，最大手スーパーのダイエーの
不振とグループ解体に対して世界で9000店舗を展開する世界第二位の総合スーパー仏カルフー
ルの日本進出等々，それらは，オールド・エコノミーからは想定しがたいの国際経営現象であ
り，国際経営の変格モードの変化ベクトルであると考えられる。
　現代経営学は，即国際経営論であるならば絶倫の体系である。特に，その経営者論は，即国
際経営者論なればその神髄となる。グローバルな市場が眼前に開けている。石油危機以後資本
主義世界は，世界経済の相互依存体制をサミットによって促進され，維持されてきたといえる。
経営戦略論は，コンティンジェンシー・セオリーのもとに経営の国際化と組織の問題を主要な
　　　　　　　　（21）
テーマとしている。20世紀末，世界成長のセンターとしてのアジア経済は，1997年のタイの通
貨危機をはじめに，インドネシア，韓国，香港と拡がり，深刻な経済危機に見舞われた。アジ
アをリードしてきた日本企業の国際競争力は，80年代後半先進国世界を震撚させて，世界の注
目を集めてきたが，世界屈指の金融機関である日本長期信用銀行，日本債券信用銀行そして北
海道拓殖銀行などが破綻するほどに低下しており，経済・経営の根幹である「信用」を失墜し
ている状態にある。日本企業の国際競争力は，本物であったのか，アジア的クローニー資本主
義経営でなかったのか，本当に近代的合理性を有する没主観的経営（nichtpersdnlich，　sachlich
　　　　　　　　　　　　　（22）BetriebsfUhrung）だったのか。他方でトラベラーズ・グループとシティー・コープの合併によ
るシティー・グループの誕生，ダイムラー・ベンツとクライスラーの国際的合併によるダイム
ラー・クライスラーの成立など，これまでに想起されなかった国際的な合従連衡，合同，そし
て合併が進展している。まさに，現代経営学は，国際経営論，国際経営戦略論であり，そのク
リティカル・コアは，国際経営者論であるといえないだろうか。現代日本企業の国際経営の総
体は，ゼロ金利政策の保護政策の中で，そうした現実から乖離し，不良債権の姑息な処理や債
権放棄の要請を是として，企業経営の真髄，資本のロゴスと労務のパトスとの管理を忘却した
かのようである。
　ここに現代経営学の一書がある。それは，Noritake　Kobayashi　ed．，Management：A
GIobal　Perspective，　The　Japan　Times，1997である。これは，日本の多国籍企業研究会の現時
点での総括といってよいであろう。この書こそ，経営の国際化の問題，国際経営者の課題を見
事に総括した書といえる。これに対比できるもう一冊の書がある。国際経営管理論，国際経営
21．J．　Galbraith＆R．　Kazanjian，　Strategy　Implementation；Structure，　Systems，　and　Process，2
　ed．，West　Publishing　Co．，1986，p．145ff．
22．青山秀夫『マックス・ウェーバー一キリスト教的ヒュマニズムと現代一』岩波新書，1951年，102－
　134頁及び大塚久雄「社会科学の方法一ウェーバーとマルクスーj岩波新書，1966年，146－152頁参照。
（31）　　　　　　　　　　　　　　　　国際経営者論の生成　　　　　　　　　　　　　　　　　31
者論の研究に常に問題を提起してきた，C．　Bartlett＆S．　Ghosha1の「The　Individualized
Corporation：AFundamentally　New　Approach　to　Management－－Great　Companies
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）are　Defined　by　Purpose，　Process　and　People－一」である。それは，動態的なグローバル
環境における国際経営者の役割が，組織的人間（organization　man）をべ一スとするモデルか
ら人間の創造性や人間のイニシアティヴ（human　creativity　and　individual　initiative）とい
う人的資源をべ一スとする経営モデルに変化していると主張している。そして，これを株式会
社における出資の有限責任制度の出現に匹敵する画期的な状況と説いている。そこには，国際
競争の経営の基本モデルがマネジメントー般（administration　g6n6rale）へと収敏しているか
　　　　　　（24）
のようである。
　しかしながら国際経営論，国際経営者論は，現代経営学そのものではないといえよう。国際
経営論，国際経営者論は，それ固有の諸問題を有しているし，その概念枠組みを提示する必要
があるだろう。とはいえ，経営の国際化，国際経営論，とりわけ国際経営者論の認識なしには
現代経営学は，未然であるだろう。そこにこそ，現代企業の現代経営学があり，グローバル市
場を前提とすれば，現代経営を変革する国際経営のファンクションがあるけれども，それとは
切り離された国際経営のフレームワーク，国際経営論，国際経営者論がなければならないとい
えよう。
23．C。　Bartlett＆S．　Ghoshal，　The　Individualized　Corporation：AFundamentally　New　Approach
　to　Management：Great　Companies　are　Defined　by　Purpose，　Process　and　People，　Harper　Col－
　lins，　1997．
24．Henri　Fayal，　L’administration　industrielle　et　g6n6rale，　Dunod，　Paris，1931　and　H．　Fayal，
　Constance　Storrs　trans．，General　and　Industrial　Management，　Sir　Issac　Pitman，　London，1949．
　並びに中村瑞穂著『管理組織論の生成一組織理論の基礎一』1976年，東京教学社，164－255頁参照。
